
■エコロジー推進活動の基本理念・基本方針
　（1992年5月制定、2012年9月一部改訂）
　JR東日本グループは1992年に基本理念と基本
方針を制定し、1996年には行動指針を定めて具体
的な環境保護活動に取り組んでいます。
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1
私たちは、エネルギー使用の一層の効率化や、よりク
リーンなエネルギーの導入により、エネルギー総使用
量の低減に取り組むとともに地球温暖化の原因となる
ＣＯ2の排出量の削減に努めます。

2
私たちは、環境汚染物質やオゾン層を破壊する物質
等について法令等に基づいて適正に管理、処理すると
ともに、可能な限りその削減や代替物質への転換を
進めます。

3
私たちは、地球の浄化能力の負担を軽くするため、オ
フィスや事業所、駅、列車等からのさまざまな廃棄物を
適正に処理するとともに、リサイクルとその削減に努
め、また再生品の使用拡大や、省資源に努めます。

4
私たちは、多様な生命をはぐくむ自然環境を大切にす
るとともに、列車走行による騒音や振動などの低減に
努め、沿線の環境との調和をめざします。

5 私たちは、鉄道の環境に対する影響を一から見直し、鉄
道の環境優位性をより高め、世界に向けて発信します。

基本理念

JR東日本グループは社会の一員として事業活動と
地球環境保護の両立に真摯な姿勢で取り組みます

基本方針

私たちは、お客さまや地域社会への事業活動を通じ
て、未来へと続く地球環境の創造に貢献します

私たちは、地球環境保護のための技術の開発と提
供に努めます

私たちは、常に地球環境に関心をもち一人ひとりの
地球環境保護意識の向上を図ります

エコロジー推進活動の基本的な考え方

［特に関連するゴール］
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■エコロジー推進委員会
　当社では、エコロジー推進活動を推進するマネジ
メント体制として、代表取締役副社長を委員長とする

「エコロジー推進委員会」を設置し、環境目標の設
定、環境保全活動の実施、事業活動に伴う環境負荷
調査、目標達成度の確認等を行っているほか、経営

［ JR東日本の環境マネジメント推進体制（2019年7月現在）］

企画部が事務局となって、JR東日本グループ一体
となった環境経営を推進しています。

■環境に関する規制の遵守状況
　2018年度において刑罰等を受けた重要な環境に
関する法規制違反、重大な漏出はありませんでした。

■2030年度目標
　当社では、2015年12月の「国連気候変動枠組
条約締約国会議（COP）」において、2020年以降の
地球温暖化対策の新たな国際的枠組みとなるパリ
協定が採択されたことを踏まえ、2030年度を達成
年度とする環境目標を掲げています。

委 員 長 ： 副社長（総合企画本部担当）
副委員長 ： 副社長（委員長となる者を除く。）、総合企画本部長
委　　員 ： 技術イノベーション推進本部長、国際事業本部長、
  鉄道事業本部長、事業創造本部長、IT・Suica事業本部長、
  経営企画部長、投資計画部長、技術イノベーション推進本部
  部長（技術戦略部門）、JR東日本研究開発センター
  環境技術研究所所長、新幹線統括本部長
事 務 局 ： 経営企画部

各職場における環境保全活動の推進／グループ全体の環境経営の推進／
環境目標の管理・環境広報 等
ＣＯ₂排出量等の削減（電気使用量等の削減、新エネルギー技術）／
交通体系全体でのＣＯ₂排出量削減 等

環境マネジメント

地球温暖化防止

資源循環

化学物質管理

鉄道沿線環境保全

駅・列車ゴミのリサイクル／産業廃棄物の削減・リサイクル／グリーン調達 等

オゾン層破壊物質管理／化学物質管理／ＰＣＢの管理 等

騒音対策／トンネル湧水の活用／鉄道林の保全・活用／除草剤の適正使用 等

各支社エコロジー推進委員会

副社長（総合企画本部担当）

本社各部 各支社等

支社長、各部長等

エコロジー推進委員会

主な活動内容

環境保全
活動の分類 項　目 2030年度目標

地球温暖化
防止への
取組み

鉄道事業の
エネルギー使用量

25%削減
（2013年度比）

鉄道事業の
CO₂排出量

40%削減
（2013年度比）

鉄道事業のエネルギー使用量及び
CO2排出量の削減
　2030年度に向けては、電力貯蔵装置の設置や

エ
ネ
ル
ギ
ー
使
用
量

▲6.2%

▲25%▲25%

2013年度 2020年度 2030年度

再生可能エネルギーの自家消費、E235系車両の
導入等を拡大するとともに、自動省エネ列車制御
の実現等のさらなるシステム革新等により、2020
年度までの削減ペースを加速し、鉄道事業のエネ
ルギー使用量25%削減及びCO2排出量40％削減

（2013年度比）の実現をめざします。
　なお、CO2排出量削減については、2030年度に
電力会社のCO2排出
係数が0.37kg-CO2/
kWhとなることを前
提に、エネルギー使用
量25%削減をＣＯ2排
出量に換算した目標
としています。

環境目標の管理

環境マネジメント
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環境保全
活動の分類 項　目 2020年度目標 2018年度実績

地球温暖化
防止への取組み

エコステモデル駅の整備 累計12ヵ所 累計10ヵ所

ホーム・コンコース照明のLED化 累計6.2万台
（12,900万MJの削減）

累計5.2万台
（11,000万MJの削減）

大型空調設備の高効率化 累計10ヵ所
（8,200万MJの削減）

累計8ヵ所
（7,600万MJの削減）

本レポートに掲載している環境パフォーマンスデータについて
は、その信頼性を担保するため、「KPMG あずさサステナビリ
ティ株式会社」による限定的保証を受けておりますが、保証対 
象となっている情報を明確にするため、保証対象とした情報に
ついては「☆」を付しています。

環境パフォーマンスデータの保証対象について■2020年度目標に対する進捗状況

2020年度目標
　当社では、1996年から具体的な目標を定めて環
境保全に取り組んでいます。

環境施策の進捗

2020年度までの単年度目標

（ ）内は2013年度比

環境保全
活動の分類 項　目 単　位 基準値

（2013年度） 2020年度目標 2018年度実績

地球温暖化
防止への取組み

鉄道事業のエネルギー使用量 億MJ 517 485
（6.2％削減）

 495 ☆

（4.3％削減）

列車運転用電力量（新幹線） kWh/車両キロ 2.49 2.36
（5.1％削減）

  2.41 ☆

（3.2％削減）

列車運転用電力量（在来線） kWh/車両キロ 1.59 1.46
（8.3％削減）

  1.50 ☆

（5.6％削減）

支社等におけるエネルギー使用量 kL/m2 0.0407 0.0366
（10.0％削減）

  0.0359 ☆

（11.8％削減）

環境保全
活動の分類 項　目 目　標 2018年度実績

地球温暖化
防止への取組み

グループ会社各社の
エネルギー使用量原単位の削減率 各社が毎年1％削減 全体で1％削減

資源循環への
取組み

駅・列車ゴミのリサイクル率 94％  93％☆

総合車両センター等で発生する
廃棄物のリサイクル率 96％ 96％☆

設備工事で発生する
廃棄物のリサイクル率 96％  94％☆

グループ会社における
リサイクル実施率 100％ 100％

環境マネジメント グループ会社各社が
独自に具体的数値目標を設定 継続して目標設定 設定済

表内  はグループ会社の目標。

■グループ全体の環境負荷

※1  電力 インプットされた電力については、自営発電所で発電し、当社内で使用した電力と、電力会社から購入している電力の双方を
 含んでいます。なお、詳細の電力については、P100にあるエネルギーフローマップをご参照ください。
※2 燃料 天然ガス、その他燃料について、自営火力発電所で発電用に使用している燃料は含まれていません。
※3 スコープ別のCO₂排出量　グループ全体のスコープ1排出量は133万t-CO₂、スコープ2排出量は156万t-CO₂です。（P101参照）
※4 外部から供給している電力に起因するCO₂排出量に関しては、電力会社別の調整後排出係数により算定しています。
※5 その他現業区　設備のメンテナンス等を行う技術センターや車掌区等。
※6 設備工事　法律上は工事の請負会社が排出事業者となる工事廃棄物も産業廃棄物に含んで把握しています。

インプット

アウトプット

グループ会社の事業

営業収益 8,887億円営業収益 8,887億円

CO2排出量☆206万t-CO2（212万t-CO2）※3※4 49万t-CO2（51万t-CO2）※3※4

87,993t（84,804t）一般廃棄物排出量☆

水使用量☆

エネルギー使用量☆

OA用紙使用量☆

● 電力 7.8億kWh（7.9億kWh）　　
● 燃料 原油換算7.2万kL（7.4万kL）

● 電力 50.1億kWh（50.5億kWh）※1 
● 燃料 原油換算6.7万kL（8.1万kL）※2 

1,130万m3（1,170万m3）

1,437t（1,535t）

956万m3（935万m3）

1,010t（1,089t）

営業収益2兆1,133億円

合計 36,593t（37,581t）

● オフィス 2,336t（2,642t）
● 駅・列車 32,440t（33,026t）
● 総合車両センター等 672t（608t）
● きっぷ 278t（282t）
● その他現業区※5 853t（1,009t）
● 発電所 14t（14t）

35,307t（40,777t）産業廃棄物排出量☆

合計 663,030t（509,186t）

● 設備工事※6 637,782t（482,914t）
● 総合車両センター等 23,639t（23,711t）
● 医療系 203t（193t）
● その他現業区※5 1,262t（2,214t）
● 発電所 43t（71t）
● IC乗車券等 102t（84t）

うち再生紙が84％（83%）

（　　）内は2017年度

うち再生紙が97％（96％）

ＪＲ東日本の事業

［ 2018年度実績 ］

廃棄物処理についての考え方
 ●  廃棄物には「有価物」を含みます。
 ●  清掃工場等で処理される一般廃棄物や、中間処理として焼却される産業廃棄物の中で、サーマルリサイクル※されている場合は、
リサイクルとして扱っています。

※サーマルリサイクル　廃棄物を燃やした時の排熱を回収して蒸気や温水をつくり、発電や給湯等に利用するリサイクル手法のこと。

一般廃棄物
（36,593t）

■JR東日本のリサイクル率☆ ■JR東日本グループ全体のリサイクル率☆ ■グループ会社のリサイクル率☆

一般廃棄物
（87,993t） 

93％
（650,822t）

リサイクル率

産業廃棄物
（663,030t） 

産業廃棄物
（35,307t）   

一般廃棄物
（124,587t） 

産業廃棄物
（698,337t）   

リサイクル率

リサイクル率

リサイクル率

リサイクル率

リサイクル率

66％
（82,337t）92％

（33,583t）

94％｠｠｠｠｠％
（621,042t）

55％
（48,755t）

84％
（29,779t）

180x78

グループ全体の環境経営の推進
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環境経営指標

＝
環境負荷

経済的付加価値
＝
CO2排出量（t-CO2）
営業利益（億円）

'14 '15 '16 '18

67

CO2排出量/
営業利益
（t-CO2/億円）

527

CO2排出量/営業利益の
1990年度比（％）

100
100

50

（%）

945 722 632

56 56

'17

561 537 527

59 57

655

［ 2018年度環境会計☆ ］

［ 環境経営指標推移☆ ］

　2018年度の環境保全コストは、投資額が約225
億円、費用額が約196億円となりました。新型車両
の導入により、CO2排出量を1年あたり約1.2万トン
削減できると試算しています。
　また、当社では、事業と環境負荷の関連を把握す
るため、独自の環境経営指標を導入しています。「環

境負荷」としては、最も重点的に取り組んでいる項
目の一つである「CO2」を採用し、「経済的付加価値」
として「営業利益」を基準にして算出しています。数
値が小さいほど環境に負荷をかけずに経済的付
加価値を得ていることになります。1990年度には 
945（t-CO2/億円）でしたが、2018年度は527（t-
CO2/億円）となりました。

参考
当該期間の設備投資額 5,094億円
当該期間の研究開発費の総額 207億円（連結決算）

上記表における活動の具体的内容は以下のとおりです
沿線環境保全活動＝「沿線での環境活動」および「化学物質
管理」
地球環境保全活動＝「地球温暖化防止への取組み」および

「化学物質管理」 
資源循環活動＝「資源循環への取組み」
環境マネジメント＝「環境マネジメント」および「環境コミュ
ニケーション」 
環境研究開発＝「環境保全技術」
社会活動＝「環境コミュニケーション」

〈集計の考え方〉 
環境保全コスト
○集計範囲はJR東日本単体
○環境保全コストは現在の管理システム等から把握できる

ものを集計
○省エネルギー車両への投資は、これまでは全額計上して

きたが、2015年度からは老朽更新に該当するものは計
上しない

○費用額には減価償却費を含まない
○資源循環活動のコストのうち、駅・列車廃棄物処理費用

は駅・列車清掃のモデルを定め、そのうちリサイクル、廃
棄物処理の占める比率を算出し、駅・列車清掃費に乗じて
算出

○資源循環活動のコストのうち、設備工事における廃棄物
処理費用は2018年度の廃棄物量に廃棄物種別、地域ご
とに標準的な単価を乗じて算出

環境保全効果
○環境保全効果には、環境目標に定めた数値を集計
環境保全活動に伴う経済効果
○地球環境保全活動においては、省エネルギー車両等の

導入に伴う電力費や修繕費の年間削減額（一部推計含
む）を算出し、法定耐用年数を乗じて、耐用期間にわたる
経済効果を算出

○資源循環活動においては、設備工事や総合車両センター
等における廃棄物のうち、有価物の売却額を計上

環境保全活動の分類 環境保全コスト（億円） 環境目標に関する環境保全効果 環境保全活動に伴
う経済効果（億円）投資額 費用額

沿線環境保全活動
（公害防止活動） 51.9（53.1） 103.5（120.7） ー ー

地球環境保全活動 173.3（81.6） ー

鉄道事業のエネルギー使用量 495億MJ

96.0（102.4）単位輸送量あたり列車運転用電力量
新幹線 2.41kWh/車両キロ

在来線 1.50kWh/車両キロ
支社等における単位床面積あたりエネ
ルギー使用量 0.0359kL/m2

資源循環活動 ー 71.0（64.6）

駅・列車ゴミのリサイクル率 93％

56.0（17.8）総合車両センター等廃棄物のリサイク
ル率 96％

設備工事廃棄物のリサイクル率 94％

環境マネジメント ー 3.6（3.6） ー ー

環境研究開発 ー 17.8（17.0） ー ー

社会活動 ー 0.3（0.3） ー ー

合計 225.1（134.7） 196.1（206.2） 152.0（120.2）

（　）内は2017年度

環境会計と環境経営指標 グループのエネルギーに関する取組みの全体像

火力

・火力発電所の高効率化
・水力発電所の着実な維持運用 ・再生可能エネルギーの導入推進

JR東日本グループの再生可能エネルギー

列車運行・駅・オフィスビルなどへ列車運行・駅・オフィスビルなどへ

（創エネ）創る

送る

使う（省エネ）

水力

・蓄電池駆動電車[ACCUM]

・省エネ車両 ・「エコステ」モデル駅

太陽光 風力 木質バイオマス地熱 バイオガス

EV-E301系

E7系

E235系

送電線

平泉駅(太陽光発電)

・高効率設備

新宿駅(LED照明)

武蔵溝ノ口駅(緑化)

・環境に配慮したオフィスビル

JR新宿ミライナタワー JR南新宿ビル

EV-E301系

EV-E801系

・自営電力網の送電効率向上 ためる
自営電力・再生可能エネルギーの供給自営電力・再生可能エネルギーの供給 エネルギーの

多様化

・燃料電池試験車両開発

・水素ステーション
　整備,拡充

・FCバス,FCV導入

水素ステーション

路線バス

業務用自動車

FV-E991系

電力貯蔵装置 超電導フライホイール
実証試験

（蓄エネ（蓄電・蓄熱））

　JR東日本グループではエネルギーを「創る～送る～使う」それぞれの段階において効率化を図っています。ま
た、当社が列車運行等で消費するエネルギーの約25％は、水力、太陽光、風力などのCO2排出量ゼロの再生可
能エネルギーを使用しています。
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